
内 閣 

令和３年度 

省庁別財務書類の概要 
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内閣の組織の概要 

年度末定員 ・・・ 1,967名 

 

組 織 

 

  内 閣 官 房 （特別会計）東日本大震災復興特別会計 

 

  内 閣 法 制 局 

 

  人 事 院 
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省庁別財務書類とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表（令和３年度末） 

 

 

業務費用計算書（令和３年度） 

       

 

（単位：十億円）

前年度 ３年度 前年度 ３年度

〈資産の部〉 〈負債の部〉

有形固定資産 100 96 賞与引当金 1 1

固定資産
（公共財産を除く）

42 41 退職給付引当金 18 18

物品 57 54 その他の負債 0 0

無形固定資産 6 5

その他の資産 0 0 負債合計 20 19

〈資産・負債差額の部〉

資産・負債差額の部 86 82

資産合計 107 101 負債及び資産・負債差額合計 107 101

（令和3年3月31日）（令和4年3月31日） （令和3年3月31日）（令和4年3月31日）

（単位：十億円）

前年度 ３年度

 （自令和2年4月1日）  （自令和3年4月1日）

（至令和3年3月31日） （至令和4年3月31日）

人件費 20 20

退職給付引当金等繰入 2 0

委託費等 67 60

庁費等 22 55

減価償却費 19 20

資産処分損益 1 0

その他 2 3

業務費用合計 137 162

 省庁別財務書類は、内閣のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を

一覧でわかりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複

式簿記）を参考として、平成 14年度決算分より作成・公表しているものです。 

 また、内閣においては、東日本大震災復興特別会計を合算した省庁別財務書類

を作成しています。 
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～貸借対照表のポイント～ 

（資 産） 

○ 有形固定資産については、961 億円と金額も大きく資産総額の９割以上を占め

ていますが、これは、主に車両、事務機器、情報収集衛星関連通信機器等など

の物品（549 億円）及び庁舎敷地等に係る土地、建物、工作物などの国有財産

（412億円）を計上しています。 

○ 無形固定資産は、著作権、電話加入権、ソフトウェア仮勘定、ソフトウェアを

計上しています。 

 

（負 債） 

○ 退職給付引当金については、182 億円と負債総額の約９割を占めています。  

これは、退職手当及び共済年金の整理資源に係る引当金です。 

 

（その他） 

○ 資産合計は、物品等における減により、対前年度末比 51 億円の減少と    

なりました。 

○ 負債合計は、退職給付引当金の減少等により、対前年度末比 6 億円の減少と  

なりました。 

～省庁別財務書類（内閣）の概要～ 

内閣の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（東日本大震災復興特

別会計）を合算して作成しています。 
また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、

省庁別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表してい

る「資産・負債差額増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明ら

かにしている「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成していま

す。 

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」を

ご参照ください。 
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～業務費用計算書のポイント～ 

 

○業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した

形態別に表示している計算書です。 

 

（業務費用） 

○ 令和３年度の内閣においては、委託費等が 609 億円と業務費用合計額の約４割

を占めています。 

○ 庁費等が 554 億円で業務費用合計額の約３割を占め、委託費等につぎコストが

かかっています。 

 

（その他） 

○ 業務費用が対前年度比 257 億円の増加となっておりますが、その主な要因は、 

本年度については、庁費等が対前年度比 330 億円の増加となったことに   

よります。 
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ストックの状況（貸借対照表） 

  資 産（１，０１９億円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（億円）   合計：1,071 億円        合計：1,019 億円 

  

 

 

 

 

【無形固定資産】 

ソフトウェア 

        54億円 

電話加入権 

        0億円 

 

主な増減要因等について（対前年度末比▲51億円） 

 有形固定資産（961億円：対前年度末▲41億円） 

  ・減価償却等により減少となりました。 

 無形固定資産（55億円：対前年度末比▲10億円） 

 ・無償所管換等により減少となりました。 

【有形固定資産】 

国有財産（庁舎など） 

      412億円 

物品（車両、通信機器など） 

      549億円 
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  負 債（１９７億円） 

  

 

 

 

 

 

 

（億円）   合計：203 億円          合計：197 億円 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

【賞与引当金】 

・６月支給の期末手当・  

勤勉手当に係る本会計 

年度分 

主な増減要因等について（対前年度末比▲6億円） 

 退職給付引当金（182 億円：対前年度末比▲5 億円） 

  ・令和３年度において、退職給付引当金が対前年度末比５億円減額したことに

より減少となりました。 

 

【退職給付引当金】 

・退職手当に係る引当金 

        167億円 

・整理資源に係る引当金 

        14億円 
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フローの状況 

  費 用（１，６２７億円） 

  

 

 

 

 

 

（億円）  合計：1,370 億円     合計：1,627億円 

   

【減価償却費】 

主な増減要因等について（対前年度比 257億円） 

 庁費等（554億円：対前年度比 330 億円） 

  ・令和３年度においては、庁費等の増加等によりコストが増加となりました。 

【委託費等】 

・情報収集衛星システム 

開発等委託費 571億円 

ほか 

【庁費等】 
・物件費及び施設費で資産計上

されていないもの 

【人件費】 

・職員の給与等 

【資産処分損益】 


